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就職活動に対する自己効力感:

大学生を対象どした尺度の有効性の検討 1)，2) 
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Self-E伍cacyfor Job-Hunting Activities in University Students 

Satsllki OTA， Tomoaki TABATA and KaZllnari OKAMURA * 

1he factor strllcture and predictive validity of job-hllnting activity self-e侃cacy(JAS) of llniversity stlldents was 

investigated. We also examined how jAS a行ectedjob-hllnting e仕Drt.[n the五rstsurvey， 439 third-year stlldents 

completed the ]AS scale at the beginning of job-hllnting activities. Factor analysis of ]AS data abstracted three fac-

tors:“Efficacy for job-hllnting activities， "Olltcome expectancy for employment，" and “Efficacy for linking self-esti-

mation to job-hunting activities." A second survey was condllcted before gradllation. Reslllts of correlation analysis 

indicated the predictive validity of jAS， and covariance strllcture analysis revealed that the last two factors were re-

lated to the degree of job-hllnting effort throllgh the日rstfactor.百1ediscovery of a three-factor constrllct similar to 

that described in Ota and Okamura (2006)， as well as the predictive validity of ]AS indicates that the JAS is genera卜

ly applicable to llniversity stlldents甘1ese日ndingsare discllssed in relation to stlldents' job-hunting activities・
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はじめに

日本では，新卒者によって正規従業員を補充す

る新卒一括採用の雇用慣行をとる企業が多くを占め

る。経験や実績がなくとも潜在的可能性だけで採用

してもらえることは，新卒者にとって都合のよいこ

とともいえる。しかし，裏を返せば卒業までに就職

先を確保しないことが，その後の職業生活にとって

不利どなり うるこどを意味する。新卒者以外への門

戸が狭まるというだけではなく，正規従業員として

の経験や実績を積む機会を失うこどになれば，他社

で経験を積んだ転職者に比べて，その狭き門に入り

込む競争力のうえでも不利となるからである。

在学中に就職先を決めるためには，企業の採用
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スケジュールに合わせて多大な労力を注ざこんで，

就職活動を行わなければならなし、。それは， 若年者

にとって初めての試練になる場合も少なくないだろ

う。それゆえか，近年の大学生は内定取得の時期が

遅れると就l織活動自{本を止めてしまう傾向にあると

いう報告もある(内閣Jl守， 2003)。このこどは，大学

生が内定取得に至るまで，粘り強く就職活動を行う

ことができるよう支援していく必要性があることを

示唆している。

本研究は，就職活動に対する意欲を規定しうる

構成概念どして，“就職活動に対する自己効力感"

を取り上げ，大学生の就職活動支援ツーノレどなりう

る尺度の確立を目指した。
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1) 本研究の一部は，1ヨ本社会心理学会第47巨|大会 (2006)にて発表された。
2)本研究は平成18年度東京富士大学共同研究費を受けて行われた。
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“就職活動に対する自己効力感"とは

自分が行為の主体であるとliil(1言していること，

自分の行為について自分がきちんと統制していると

いう信念，自分が外部からの要諮にきちんと対応し

ているという確信が“自己効力感"である(松田，

1999)。困難や失敗に直面したときに自分では事態

を変えられないと考えて対処をせず，運命に身を委

ねてしまう状態が，自己効力感の低い状態である。

逆に困bH!に直面しても，自分でそれを取り除いた

り，乗り越えたりできると強く信じている状態が自

己効力感の高い状態で、ある。人は，それが自分にで

きるど!確信で、きるから，達成できた状況を予測して

目標を設定し，その目標に向けて努力を投入する こ

とが可能となる。できると思えなければ，そもそも

自発的に行動を起こすことすらしないはずである。

このように，自己効力感は，動機づけの強さやそれ

に伴う行動の水準を決定づける重要な要因とな

る (Bandura，1977)。

この自己効力感を就職活動に応用したのが，本

研究で取り上げた“就職活動に対する自己効力感"

である。l三l己効力感をキャリア研究に応用した“進

路選択に対する自己効力感 (CareerDecision-Making 

Sel f-Efficacy)"を用いた研究は，同概念を最初に導

入したTaylor& Betz (1983)以来非常に盛んで，日本

においても浦上 (1994，1996)をはじめ，安達

(2001)，冨安 (1997)，富永 (2000)なと¥膨大な研

究が行われている。その中で，就1[，民活動に特化した

概念の検討ど尺度作成の必要性を主張し，作成され

たのが太圧l'岡村 (2006)の“就l版活動に対する自

己効力感"である。

太田 ・岡村 (2006)では，短期大学の2年生122名

を対象に調査を行い，“就職活動に対する自己主力力

感"の高い学生は低い学生に比べて，就l織活動に早

J~:jから取り組み，多くの企業を受験し.内定の取得

率が高いことを見いだした。このことから“就職活

動に対する自己効力感"尺!度の予測1)妥当性が/I(ii認で、

きたと判断している。

しかし，上記の研究の対象者は短大生であり，

一つの短期大学に所属する学生のみを対象と してい

たため，その結果が四年fljl)大学の学生に対して，一

般的に活用できるかどうか明らかではない。事務系

一般職の採用では，事務系総合l織に比べて面接回数

が少ない傾向にあり，絞り込みに履歴書や適性検査

の結果を重視する傾向が強いなどの違いが報告され

ている(日本労働研究機構， 2000)。これは，事務

系一般l阪に就職するこどの多い短大生ど総合l織に就

職することの多い四年制大学の学生では，就職活動

の内容や取り組み方に違いがある可能性を示唆す

る。したがって，凹年制大学の学生に対しても，太

田 ・|司村 (2006)の尺度が適用可能かどうかl確認す

る必要があると考えた。

太田 ・岡村 (2006)では，“就職活動に対する自

己効力感"の予測妥当性を，就職活動の開始時期や

接触企業数，内定取得率によって判断していた。し

かし，採用時期が遅い業界があったり， 受験先自体

が極めて限られた専門職もあるため，就!版活動開始

時期や接触企業数は，必ずしも予測妥当性の指標と

して有効とはいえない。また，内定を取得できるか

否かは，志望者の集中度合いや本人のスキノレなど，

“就職活動に対する自己効力感"以外の影響も受け

る。したがって，本研究で1ま予測妥当性の指棋とし

て，就職活動に投じた努力量を指標とするこどにし

た。努力自であれば，業界や職種，企業の人気動向

や景気の変動どいった状況要因に影響を受けにくい

と考えられたからである。とはいえ，就職活動開始

時期や接触企業数といった客観的な行動指標は，大

学生の就職活動状況そ知るうえで極めて重要な情報

である。そのため，就峨活動水準や内定取得につい

ても併せて検討することにした。

また，同尺度には質問項目によって異なる回答

形式をJ=I:j¥，、ていたi霊l所があったため，回答傾向に影

響を及ぼした可能性があったことを，太|王l・岡村

(2006)は指摘している。太田 ・岡村によると，“就

職活動に対する 自己効力感"は，就職活動を実行す

ることへの自信の程度を表す“就職活動への効力期

待"と，就職活動をすれば就職できるという1確信の

程度を表す “就職活動への結果期待" 自分と就職

を結びつけることへの自信の程度を表す“自己ど就

職の統合への!:tIj待"の3要因によって構成される。

そのう ち “就Ifr~活動への結果期待"については，“全

く違う"から“全 くそのどおり"で回答を求め，そ

のほかには“全く自信がない"から“非常に自信が

ある"で回答を求めており，この回答の形式の違い

が因子分析結果に影響した可能性があったとのこと

である。したがって，回答の仕方をそろえても同様
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な因子構造がみられるか!確認する必要があるだろ

フ。

さらに，太田 ・岡村 (2006)では，尺度の予測IJ妥

当性の検討を，見出された3要因それぞれについて，

尺度得点ど就職活動水準との関係を算出することに

よって行っていた。 しかし，内定を取るためには，

就職活動に含まれる さまざまな行動の中でどれが重

要で， どれが重要でない， どl'l、きるのは!f!(Jしし、。

あらゆる要素が複合的に作用して，あるいは有機的

に機能し合って内定取得まで至るこどは十分ありう

る。たとえば，活動を続ければ内定がとれるど1確信

できるからこそ， 筆記試験や而桜の対策に取り組む

自信がもてたり，自己を生かせる就職先を決める自

信がもてるからこそ，履歴書やエントリーシートを

スムーズに書 く確信がもてるといったこどである。

活動しでも内定を取得できないと思ったり，就職を

自分の興味やライフスタイ ノレと結びつけて考えられ

ないと思えば，具体的な就職活動を考えず，自信を

もつまでに至らないのではないだろう か。本研究で

は，“就職活動に対する自己効力感"の中に含まれ

る要因聞の関係を含め，就職活動に至るまでのプロ

セスを検討する。

以上のように本研究は，就l織活動に含まれるさ

まざまな行動を自己統制できるどいう信念の程度，

および行動が就職に結ひっくという信念の程度を，

“就職活動に対する 自己効力感"と定義づけ，同概

念、の測定尺度を大学生の就職活動支援ツールになり

うるものと位置づけた。就職活動に含まれるさまざ

まな行動どは， 国緩や試験の準備をしたり，必要情

報を収集したり，説明会に参加したり，エントリー

したりといった一般的に大学生の就職活動に含まれ

る一連の行動のことである。そして，複数の大学に

所属する大学生を対象とした調査データに基づい

て，その因子構造および予訓|卜妥当性を検討すること

により，太田 ・lli'ij村 (2006)の“就峨活動に対する

自己効力感"尺度の大学生一般への適用可能性をli(f(

かめることを主要な目的どした。また，大学生の就

職活動状況について，その活動水準や内定取得につ

いて取り上げ，“就職活動に対する自己効力感"と

の関係を検討することも例せて行った。
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方 法

対象者

首都圏にキャンパスをもっ六つの四年制大学の

社会科学系学部に所属する大学生を対象に 2巨|に

わたって調査を行った。l回目の調査を3年生の秋，

つまり就職活動開始時に実施して“就職活動に対す

る自己効力感"を尋ね，21!!1自の調査を翌年の卒業

時に実胞して就職活動水準や結果を尋ね，関係を調

べた。“就職活動に対する自己効力感"と就職活動

水準や結果喜子同一時点で、尋ねると，現在の行動どそ

の結果に対して整合的になるように，認知を歪める

可能性が懸念された。同一対象者に対して2回調査

を行ったのは， この可能性を避けるためである。

1@自の調査は， 2006年 9 月 ~10月の秋学期最初

の授業時間に行うようゼミの担当教員に依頼した。

授業時間の進行具合によって必ずしも秋学期初回の

授業に実施するこどはで3なかったが， 10月中に

はすべての回答を回収することができた。2回目の

調査は， 翌年の卒業時になるべく近くなるようゼミ

の担当教員に依頼したが，各大学において回収率が

最も高くなる |時期に行われたため，回収時期は

2008 年 l 月 ~3 月ど 2 カ月ほどの聞きがでる ことに

なった。

I回目の調査は6大学439名 (男子300名，女子

136名)から回答を得た。 うち 340名が就職希望者

であった。2回目の調査では，一つの大学の教員が

諸事情により調査協力ができなくなったため5大学

304 :f=，から回答そ得たが，双方の調査に回答 した者

は259:f=，(男子 190名，女子68:f=，)どなった。 うち

204 :f=，が就職希望者で、あった。

測度

“就職活動に対する自己効力感"尺度 太田 ・岡

村 (2006)による 21項目の尺度を微修正して用いた。

第一の修正は回答形式で，調査対象者がすべての項

目に対して，同じ回答形式で答えられるよう言い回

しを修正した。

第三の修正は表現の微修正で，“資料請求"

を“エントリー"に変えた り，“提出書類の書き方

のノウハウぞうまく活用すること(に自信がある)"

を“好印象を与えるエントリーシートや履歴書を書

くことができる"ど変えるというように，就職活動

場而をより具体的に思い浮かべやすいよ う配慮 し
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た。また，意味の取り方に個人差が出るど思われる

暖昧な項目ど，他の質問項目どの重複がある項目を

削除した。 こうして構成された具体的質問項目は

Table 1に示した 18項目である。これらの項目に対

して，“全くあてはまらない>>(1点)から“ぴった

りあてはまる>>(5点)で回答を求めた。

就職活動水準 接触した企業数を尋ねるため，

説明会参加企業数，履歴書提出企業数，筆記試験受

験企業数，面接試験受験企業数，内定取得企業数を

実数で尋ねた。就職活動に着手した時期を尋ねるた

め，インターネット上の就職活動関連サイトへの登

録，説明会への参加，エントリー，面接試験につい

て，最初に行った年月を尋ねた。 これを卒業時

2008年3月時点から数えて何カ月前に該当するかを

表す数値に変換して分析に用いた。つまり，数値が

大きいほど早くから就職活動に取り組んだことを表

す。さらに，予測妥当性の指標どして，就職活動に

対する努力量を“非常に努力不足>>(1点)から“非

常に努力した>>(5点)の5件法で尋ねた。

就職活動結果 内定取得企業数を実数で尋ねた。

また，就職活動が終了した時期の年月を尋ね， これ

を卒業時2008年3月時点から数えて何カ月前に該当

するかを表す数値に変換して分析に用いた。 また，

就職活動への満足度を“とても不満>>(1点)から

“とても満足>>(5点)の5件法で尋ねた。

結果

個人特性による差

“就職活動に対する自己効力感"に含まれる項目

のうちいくつかで，性別や大学問での差がみられ

た。しかし，就職活動自体に質的な差があるとは考

えにくいため，回答者を個人特性によって分割せ

ず，すべての対象者の回答を使用して因子分析を

行った。

予測妥当性の指標どした就職活動に対する努力

量についても，性別や大学問で差がみられた。 しか

し，“就職活動に対する自己効力感"が高ければ努

力量が高 く，低ければ努力量が低いという関係は想

定されるものの，その影響過程にこれらの伺人特性

が影響するという理由は考えにくい。 したがって，

Table 1 因子分析結果 (最尤法オブリミン回転後)

因子I “自己と就職の統合への期待" α= .88 

1 自分の望むライフスタイ lレにあった仕事や就職先を決めるこどがで主ると思う

2 自己の持ち味 ・能力をいかせる仕事や就職先を決めることができると思う

3 自分の興味に合う仕事や就職うtを決めるこどができると思う

因子 II “就職活動への効力期待" α= .78 

4好印象をあたえるエントリーシートや履歴書を書くことができると思う

5筆記試験のための事前勉強ができると思う

6面接の前に面接対策の本を参考にしたり練習するなど十分な準備ができるど思う

7できるだけ多くの企業説明会 (セミナー)に参加することができると思う

8学校の進路支媛謀やハローワークを上手に利用するこどができると思う

9先輩やOB・OGから必要な情報を得るこどができると思う

10就職活動がうまくいかないときがあっても，その後活動を続けることができると思う

11志望する企業にできるだけ多くエントリーすることができる思う

12家族や親戚から必要な情報を得ることができると思う

13就職情報誌にあるようなリクルートマナーを守ることができると思う

14気に入った求人条例ニを見つけたらすぐ人事担当に電話をかけることができると思う

15就職活動に必要な情報を得るために，新聞 ・雑誌や本，インターネットなどを利用する

ことカfで'dるどj忍う

因子III “就職活動への結果期待" α= .67 

16 U寺閲はかかっても，就職活動に一生懸命取り組めばよりよい就職ができると思う

17就職活動に必要な知識やテクニックが分かっていれば，よりよい就職ができると思う

18 自分の興味や能力を理解すれば，よりよい就職ができると思う

因子間相関

II III 

87 01 02 

85 01 06 

.74 01 18 

.32 33 02 

14 68 03 

03 65 05 

14 62 13 

.01 59 -.08 

09 .51 .05 

06 44 .01 

01 .44 .11 

.03 34 .04 

20 28 .13 

.15 28 09 

.00 。24 。24

.15 08 40 

.03 01 .66 

.13 .09 .77 

40 31 

II 30 
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個人要因の統制を行わず、に分析を行うこととした。

“就職活動に対する自己効力感"の因子構造

探索的因子分析 l回目の調査で回収した 439名

からの回答を使って因子分析(最尤法)を行った。

初期の固有値は，第一因子から)1領に4.8，2.0， 1.5， 1.1， 

1.0となり，減衰状況から 3因子解が適切であると

判断した。第3医|子までの累積寄与率は45.9%であ

る。次に3因子の抽出を指定して分析を行い，儀も

因子の Wi~釈が明確どなったオブリミン回転後の結果

を採択するこどにした CTable1)。

第一因子は，“自分の望むライフスタイノレにあっ

た仕事や就職先を決めることができると思う"な

ど，自分に合った就職先を決定することへの自信の

程度を表すものであるため，“自己ど就職の統合へ

の期待"と解釈した。第二因子は，“筆記試験のた

めの事前勉強がで主ると思う"など，就職活動に必

要な行動を実行することへの自信を表すものである

ため，“就職活動への効力期待"と解釈した。第三

因子は，“時間はかかっても，就職活動に一生懸命

取り組めばよりよい就職ができるど思う"など，就

職活動を実行すれば就職できるという般信の程度を

表すため，“就職活動への結果期待"と11]平釈した。

Table 1にも示されたように，“好印象を与えるエ

ントリーシー卜や履歴書を書くことができると思

う"は，第一因子ど第二因子の双方に同程度の因子

負荷量を示したが，第二因子に負荷量の高い他の項

目に加えて 12項目で日信頼性係数を算出すると .78

どなり，加えない 11項目での α係数.77より高くな

ることど，第一因子に負荷量の高い他の項目に加え

て4項目で日係数を算出すると 83どなり，除いた3

項目のみの α係数 88より低くなることから，第二

因子からの影響が強いと判断した。項目の意味内容

からも，自分に合った就職先を決定することへの自

信ではな く，就職活動に必要な行動を実行する こと

への自信を表すものであるため，第二因子を反映す

る項目ど判断した。こうして得られた各 F位尺度

のα係数IJ，“就職活動への結果期待"が.67とやや

低いものの， .88， .78とおおむね十分なものとなっ

た。

確認的因子分析 “自己ど就職の統合への期待"

に3項目，“就職活動への効力期待"に 12項目，“就

職活動への結果期待"に3項目のみが関係をもつよ

うに設定し， 三つの因子聞に相関をもたせた確認的

、1ノ1
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1
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因子分析を行った。使用した統計ソフ卜はAMOS

5.0である。AMOSでは，欠損値が含まれると適合

度が算出されないため，欠損値が含まれる回答を削

除した 429~1の回答を対象に分析を実行した。 その

結果， GFIどAGFIの値がそれぞれ.91と.88で，

RMSEAの値が 07どなった。GFI， AGFIともに0から

lまでの値をとり 1の場合モデlレが完全に適合し

ていることを意味し， GFIが0.9以上であることが，

モデルの採択の目安となる(豊田，1992)0 RMSEA 

はモテ、ルの複雑さによる見かけ上の適合度の上昇を

調整する適応度指標の一つで， .08以下であれば迎

合度が高く ，.10以上であればそのモテ、lレを採択す

べきではないとされる(山本・小野寺， 1999)。し

たがって，十分に高い適合度を示したどいえ， 3因

子!鮮が適切ど判断した。

就職活動状況にかかわる分析

内定の有無 双方の調査に回答し，就職希望ど

回答した者を対象と し，就職活動水準や“就職活動

に対する自己効力感"が内定の有無でどのように異

なるかどうかを確認した。帰無仮説「内定の有無

で，就職活動水準や“就職活動に対する自己効力

感"に差はないJ，対立仮説「内定の有無で，就職

活動水準や“就職活動に対する自己効力感"に差が

ある」を t検定によって確認するものである。判

断に際しては，頑健，[笠を保つため2変数の分散が異

なることを前提どした場合の結果を採用した。

その結果， Table 2にみられるように，内定取得

者は内定非取得者に比べて， 多くの説明会に出席

し，履歴書を提出していた。筆記試験ど面接試験受

験企業数に有意差は認められなかったが，内定取得

者のほうが非取得者より多くを受験する傾向にあっ

た。活動開始時期では三つの指標すべてで有意差を

認められなかったが，やはり内定取得者のほうが非

取得者よりも 2カ月くらい早くから活動に取り組む

様子がみられた。努力量ど満足度については，明li在

に内定取得者の方が非取得者に比べて高いことが確

認された。

“就職活動に対する自己効力感"については，内

定取得の有無で差が認められなかった。

“就職活動に対する自己効力感"と就職活動状況

双方の調査に回答し，就職希望ど回答した 204名を

対象とし，“就職活動に対する自己効力感"が就職

活動水準や結果などの就職活動状況とどのような関
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Table 2 内定の有無と就職活動状況および“就職活動に対する自己効力感"

内定あり 内定なし

11 Mean 

就職活動水準

企業数

説明会 162 22.08 

履歴書提出 160 14.66 

筆記試験 161 10.70 

面接試験 162 11.05 

内定 165 2.32 

活動開始時期
サイト登録 155 15.92 

説明会参加 152 14.51 

エントリー 152 14.26 

面後試験 151 12.55 

努力量 165 3.45 

満足度 165 3.75 

就職活動に対する自己効力感

尺度得点 165 3.55 

自己ど就職の統合への期待 162 0.06 

就職活動への効力期待 162 0.11 

就職活動への結果期待 162 0.08 

+ p<.IO， *p<.05， **p<.OI， ***p<.OOI 

係にあるか，積率相関係数を算出し、相関係数の検

定を行った。帰無仮説は「“就職活動に対する自己

効力感"は就職活動水準および結果ど相関関係にな

いJ，対立仮説は「“就職活動に対する自己効力感"

は就職活動水準および結果ど相関関係にある」であ

る。

分析に用いたのは，全18項目の平均値によって

算出 した尺度得点、ど，“自己ど就職の統合への期

待"“就職活動への効力期待"“就職活動への結

果期待"の因子ごとの因子得点である。これら凹つ

の“就職活動に対する自己効力感"を表す指標を用

いて，就職活動水準および結果どの聞の相関係数を

示したのがTable3である。

接触企業数については，“自己ど就職の統合への

期待"以外の3指標において，内定取得企業数どの

有意な正の関係がみられた。しかし，他の企業数を

表す測度については，“就職活動に対する自己効力

感"を表すいずれの指標ども有意な関係が見いださ

れなかった。

就職活動開始時期については，“自己ど就職の統

合への期待"以外の指標において，おおむね有意な

正の関係がみられた。“就職活動に対する自己効力

感"を表す指標を高く 示した学生ほど，就職活動に

SD n Mean SD 

(15.75) 15 13.07 (15.03)キ

(11.37) 15 6.47 (9.07) ** 

(8.25) 15 7.13 (10.64) 

(9.33) 15 6.13 (8.94) + 

(l.65) 15 0.00 (0.00) *** 

(3.81) 13 13.77 (4.53) 

(3.13) 13 12.85 (4.78) 

(3.56) II 11.55 (4.41)+ 

(3.34) 8 10.38 (4.44) 

( l.04) 15 2.27 (l.28) *予

(0.95) 15 2.33 (1.11)*** 

(0.23) 15 3.50 (0.48) 

(0.90) 15 0.39 (0.95)十

(0.86) 15 0.29 (0.57) 

(0.78) 15 0.34 (l.06) 

取り組み始めた時期が早かったことを意味する。特

に尺度得点は就職活動開始時期ど明確な正の関係に

あり，すべての項目ど有意な相聞を示した。

就職活動に対する努力量については，四つの指

標すべてと有意、な正の相関関係にあった。三つの因

子の因子得点よりも尺度得点のほうが，高い相関係

数を示すことも確認された。

就職活動の結果を表す指標のうち，就職活動終

了月どは，“就職活動への結果期待"のみが有意な

正の関係にあった。つまり，就職活動を行えば就職

できると信じる度合いが高かった者ほど，早い時期

に就職活動を終えていたことになる。

就職活動に対する満足度については，“就職活動

への結果期待"以外はすべて， 有意な正の関係に

あった。

共分散構造分析を用いた就職活動水準との関係

“就職活動に対する自己効力感"を構成する三つ

の要因が，就職活動水準にどのように影響している

か検討するため，共分散構造解析を行った。ここで

もAMOS5.0を使用したが，先述のどおり AMOSは

欠損値が含まれると適合度が算出されない。 2回の

調査に回答し，かっ欠損値の含まない就職希望者を

選択するど，分析対象は 185にまで激減するため，
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Table 3 就職活動状況と‘1沈峨活動に対する自己効力感"どの関係

尺皮得点

就Irf~活動に対する

，~， 己主力力感
自己と就職の

統合への期待

因子ごとの因子得点

就職活動への

効力!日1待
就峨活動への

結果期待

就職活動水準

企業数

説明会 08 

服歴書提出 04 

筆記試験 .09 

面接試験 川

内定 。17*

活動開始時fUI
サイト登録 .28*帥

説明会参加 .24料

エン トリー .22料

而桜試験 。18*
努力量 .29料*

就職活動結果

就職活動終了月 13 

満足度 25*** 

04 06 18 

01 02 04 

-.02 。II 11 

03 02 10 

06 16* 18* 

11 26 キ*ホ 19* 

05 23*ド 19* 

08 21*。 21 ** 

11 .12 17* 

.25*** .24不本* 18* 

03 .08 25* 
21ネネ 23*本 。11

キp<.05.料 p<.Ol， ネネネp<.OOI

f!J{j{が不安定どなることが懸念された。安定化を図る
には，推定するパラメ ータの数を少なくすることが

望ま しいとの指摘があり(坂本. 1985)，特にサン

フ。jレ数が少ない場合には有効な手段と考えられた。

そこで，“就職活動に対する自己効力感"につい

ては， Mathieu & Farr (1991)の推奨する手法に従っ

て， 三つの要因がそれぞれ3項目の指標から構成さ

れるように設定した。“自己ど就職の統合への期待"

および“就職活動への結果期待"については，もと

もと 3項目から構成されるため，そのままの構成で

行い， “就職活動への効力期待"にMathieu& f，山の

手法を適用 した。 それは，まず12項目のうち巌も

因子負荷量の高い項目と最も因子負荷量の低い項目

の平均値を算出して l指標どし， 二番目に負荷量の

高い項目ど二番目に低い負荷量の項目の平均値を算

出して l指標を作ることを，指標が三つになるまで

繰り返すというものである。 そして，従属変数どし

たのは就職活動に費やした努力量である。

分析モデル “自己ど就職の統合への期待.. “就

職活動への効力期待.. “就職活動への結果期待"の

三つの要因が就職活動水準に及ぼすフ。ロセスについ

ては，以下の考え方を用いた。

第一の考え方は， 三つの要因がそれぞれ独立に

就職活動水準に影響するというもので，太田 ・岡村

Figure 1 モデjレl

Figure 2 モデノレ2

(2006)と一致する考え方である (Figure1)。

第二の考え方は，三つの要因間の関係を考慮に

入れたものである。活動を続ければ内定が取れるど

確信できるからこそ具体的な就職活動を実行する自

信が高まり，そして，自己を活かせる就職先を決め

る自信があるからこそ，具体的な就職活動を実行す
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Figure 3 モデ/レ2(結果)

る自信が高まるという過程を示した。つまり Fig-

ure 2のモデル2のどおり，“就職活動への結果期

待"と“自己と就職の統合への期待"が“就職活動

への効力期待"を媒介して就職活動水準に影響する

というものである。因子分析の結果， 三つの因子聞

には相関がみられたため，二つの外生変数聞には相

関関係を設定した。

分析結果 モデ/レlは，GFIどAGFIの値がそれぞ

れ.91ど.85で，貼1SEAの{直が 10，AICがl35.4で

あった。モデノレ2は， GFIどAGFIの値がそれぞれ 95

ど.91で， RMSEAのf直が.06，AICが98.3となった。

こうした適合度指標によってモデルの候補を採択し

た後， AICが最小のモデルを採択するのがよいとす

る豊田 (1992)の手法から判断し，モデJレ2を採択

することにした。モデlレ2におけるパス係数を含め

た結果はFigure3のどおりである。

パス係数をみると，“就職活動への効力期待"か

ら就職活動に対する努力量へは 26(p<.OOl)，“自

己ど就職の統合への期待"から“就職活動への効力

期待"へのパスは 37(p<.OOl)どそれぞれ有意な正

の関係を示した。しかし，“就職活動への結果期待"

から“就職活動への効力期待"へのパス係数につい

ては， .12 (p=.29) と有意な関係を示さなかった。

考 察

“就職活動に対する自己効力感"の因子構造

“就職活動に対する自己効力感"を測定する尺度

は，自分に合った就職先を決定することへの自信の

程度を表す“自己ど就職の統合への期待"就職活

動に必要な行動を実行するこどへの自信を表す“就

職活動への効力期待>>就職活動を実行すれば就職

できるどいう確信の程度を表す“就職活動への結果

期待"三つの要因から構成されることが，因子分析

の結果により確認された。この三つの要因は，太

田・岡村 (2006)で見いだされたものと一致するも

のである。また，太田・岡村では項目によって回答

形式が異なっていたが，本研究ではすべての項目に

同ーの回答形式で答えるように改訂したうえで，同

様な3因子が見いだされた。このことは， この3つ

の要因が“就職活動に対する自己効力感"を構成す

る要素として，四年制大学の学生についても適用可

能であることを示している。

予測妥当性

“就職活動に対する自己効力感"について，尺度

得点および因子毎の因子得点と，就職活動に対する

努力量どの閣の相関係数を算出したと ころ，すべて

の指標において有意な正の関係が見いだされた。な

かでも尺度得点どの相関が高いことが確認された。

共分散構造分析では，“就職活動に対する自己効

力感"を構成する三つの要因が，それぞれ独立に就

職活動に対する努力量に影響するというモデルより

も，“就職活動への結果期待"と“自己ど就職の統

合への期待"が，“就職活動への効力期待"を介し

て努力量に影響するというモデJレの方が高い適合度

を示した。後者のモデルの適合度は極めて高く，モ

デ、Jレの妥当性を示唆している。つまり，“自己ど就

職の統合への期待"と“就職活動への結果期待"は，

就職に対する努力量を直接的に高める効果は少ない

が，“就職活動への効力期待"を高めることによっ

て，間接的に努力量を高める効果をもたらすという

フ。ロセスの存在を示唆している。単相関では，因子

ごとの得点よりもすべての項目を含んだ尺度得点の

ほうが高い相関係数を示したことからも， 三つの要

因が個別にではなく， 三つの要因が集合的に影響し

ている可能性が考えられる。

こうした相関分析および共分散構造分析の結果

から，“就職活動に対する自己効力感"は予測妥当

性を有すると判断した。

Bandura (1997)によれば，効力期待ど結果期待を

異なる過程にあり， 前者が行動に至るまでの過程

に，後者が行動から結果に至るまでの過程に作用す

る。よって， 二者間自体の聞に因果関係を想定して

いなし、。しかしながら，行動すれば結果が伴うと確

信できるからこそ，人はその行動を現実的に思し、描

くこどができ，その行動の実行可能性を考えるまで

に至るのだど解釈するこどは，自然なことど思われ
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る。もし，労力を注いで就職活動に取り組んでも内

定が取れないと思えば，就職活動を具体化して考え

たり，それを実際に実行する場面を思い描くことす

らしないのではないだろうか。“自己ど就職の統合

への期待"については，自分の興味や能力， 生き方

ど就職を結びつけて考えられれば，就職すること 自

体に魅力を感じるはずで，そのためならば辛い就職

活動も乗り越えられると思えるのではないだろう

か。

ただし，“就職活動への結果期待"については，

就職活動に対する努力量どの相関係数が低し共分

散構造分析において“就職活動への効力期待"と有

意な関係になかった。したがって，“就職活動への

結果期待"を“就職活動に対する自己効力感"の中

に含めて考えるべきかどうか検討の余地がある。

対象者の就職活動状況

内定の有無 内定取得者のほうが非取得者より

も，多くの説明会に出席し，履歴書を多く提出して

いた。筆記試験や面接試験の受験企業数に有意な差

はみられなかったが，内定取得者は平均11社の筆

記試験および面接試験を受けていたのに対し， ~ I:取

得者は 6~7社しか受験していなかった。

有意差がみられなかった理由ど して，内定非取

得者が15名ど回答が極めて限られていたため，統

計的な差が検出できなかったことが考えられる。卒

業間際の調査で内定が得られてないことを率直に記

入することに抵抗を感じた可能性がある。

“就職活動に対する 自己効力感"については，四

つの指標すべてに内定の有無で有意な差がみられな

かった。内定取得者ど非取得者の尺度得点の差はわ

ずか0.5であり，“就職活動に対する自己効力感"は

内定取得ど直接的な関係をもたないと解釈できる。

内定取得には，志望者のスキ/レや企業の人気など，

自己効力感以外の要素が影響するためど考えられ

る。 しかし，太田・岡村 (2006)では，“就職活動

に対する自己効力感"ど内定取得の聞に関係が見い

だされている。本研究での分析対象者の人数が少な

かったためでもありうるため，今後検討していく必

要があるだろう。

就職活動水準 “就職活動に対する 自己効力感"

と接触企業数については，内定企業数以外は尺度得

点も三つの因子得点も有意な関係になかったことか

ら，自己効力感が高くても多くの企業に接触するわ
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けではないことが示された。“就職活動に対する自

己効力感"が高い者は低い者より受験企業数を絞っ

たうえで就職活動を進めているからかもしれない

し，志望の特殊性が影響したからかもしれない。受

験先が限られた業種や職種であれば，本人の意志や

動機づけにかかわらず挑戦する機会がもどもと少な

いからである。太田・岡村 (2006)では，“就職活

動に対する自己効力感"ど接触企業数との聞に関係

がみられたが，対象者が一つの大学の短期学部生ど

いう同質性の高さゆえだったかもしれなし、。本研究

でも，首都圏の社会科学系の大学生に対象を絞った

が，絞り切れていなかった可能性もある。今後は，

志望を考慮に入れたうえで分析していく必要があ

る。

就職活動開始時期については，“自己ど就職の統

合への期待"以外の指標において，おおむね有意な

正の関係にあった。“就職活動に対する自己効力

感"の高い者は，スムーズに就職活動を始められた

ことが示唆される。

就職活動結果 就職活動終了月については，“就

職活動への結果期待"以外は有意な関係がみられな

かった。これも志望先の業種による影響が考えられ

る。採用活動開始時期が遅い業種もあり，その場合

は本人の意思や動機づけにかかわらず，遅い時期ど

なるからである。

就職活動に対する満足度については，“就職活動

への結果期待"以外は有意な正の関係にあった。就

峨活動すれば就職で、きるはずと信じていれば、'内定

をとれるのは“当たり前"であるから，ふりかえっ

たど主に満足を覚えにくいのかもしれない。

インプリケーション

本研究では，太田・岡村 (2006)と同様， 3要因

のうちで“就職活動へ効力期待"が最も就職活動水

準と強い関係にあった。つまり，就職活動に含まれ

るさまざまな行動を自己統制できるど確信で、きた者

ほど，早くから活動に取り組み，多くの企業に挑戦

していた。このこどは，大学生そ積極的に就職活動

への取り組ませるためには， まず就職活動に含まれ

るさまざまな行動について教育 ・訓練し，自信そも

たせることが最も重要で、あることを示唆している。

また，“就職活動への結果期待"“自己ど就職の

統合への期待"“就職活動への効力期待"は，そ

れぞれ独立に就職活動水準と関係しているとするよ
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りも，互いに関係をもちつつ就職活動水準に影響し

ているとしたモデルのほうが高い迎合度を示した。

このことは，“就職活動への結果期待"“自己と就

職の統合への期待"が直接的には就職活動水準を高

める効果が弱くても，間般的に高める効果をもっ可

能性を示している。そうであれば，就職活動に含ま

れるさまざまな行動の知識や技能を高めるだけでな

く，就職活動ど関連づけた自己分析を行わせたり，

内定取得に対する自信を高めるような教育を併せて

実施することが有益どなる。

ただし，先述のように“就職活動への結果期待"

は“就職活動への効力期待"と有意な関係になかっ

たため，その有用性について今後検討していかなけ

~(， ~iならない。

研究の限界と今後の課題

本研究では，大学生そ対象に“就職活動に対する

自己効力感"を測定し，その因子構造ど予測妥当性

を検討した。そして，同概念の測定尺度が大学生に

も適用可能ど判断した。しかし，対象者はいずれも

首都圏の大学生であったこと，同一時点の卒業生で

あったことが，調査結果に影響した可能性があるこ

とが一つ目の問題点どして挙げられる。就[[，援活動に

含まれる内容自体に，地域差や数年間の経年的変化

があるとは考えにくい。しかしながら，就職活動を

取り巻く環境の違いが，認知に影響を及ぼした可能

性もある。首都圏では，就職活動の対象となりうる

企業が豊富なために，自己ど統合を図ることが重要

となり，就職活動に含まれる具体的な行動どは異な

るものとして認知されたのかもしれない。また，対

象ど した2008年4月卒業生の就職率は高かったため

に，“就職活動への結果期待"と就l職活動水準どの

関係に明確な関係がみられなかったのかもしれな

い。したがって，厳密な-f，没化のためには，異なる

地域や異なる時期でも同様な結果がみられるか1確認

する必要があるだろう。また，分析対象となる回答

が少なかったことも，結果の一般化を大きく制限す

る。卒業問|燦の学生を追跡することが極めて困難で

あったため，予測妥当性を検討するための双方の調

査への回答を十分に確保する ことができなかったこ

とに起因する。また， 2回目の調査で接触企業数や

就職活動の開始時期を想起して回答してもらった

が，回答の困難さゆえに無回答で提出する者が多

かったことも原因ど考えられる。

二つ目には，“就職活動に対する自己効力感"の

三つの要素聞の分析においては，同-n~f点で、の調査

データを用いたため，因果関係の特定に制限がある

ことが挙げられる。縦断的な調査を行えば，因果関

係の明確化だけでなく，その発達プロセスを把握す

るといった重要な知見をもたらすことも期待できよ

フ。

三つ目に，“就職活動に対する自己主力力感"を構

成する 3要因から就職活動水準に対する説明力は大

きくなかったという問題もある。その決定係数の値

は 07であり，全変動の 7%しか説明していない。こ

のことは，就職活動への取り組みが，今回使用した

“就職活動に対する自己効力感"以外のものに規定

される部分が多いことを意味している。本研究は，

太田 ・岡村 (2006)による“就職活動に対する自己

主力力感"が大学生一般に適用可能かどうかを検討し

た。しかし， 業界研究や企業研究，自己理解の深化

など多|岐にわたる行動を含めることが必要であった

可能性がある。また，こうした就職活動にかかわる

行動以外の別の要因から影響を受けた可能性もあ

る。就職活動水準に影響を及はやすのが，教育や環境

など外的なものなのか，あるいはパーソナリティな

ど内的なものなのか，探索していく必要がある。

とはいえ，本研究で使用した就職活動に対する

努力量は， “就職活動に対する自己効力感"の測定

から l年半ほど隔てて測定されたにもかかわらず，

両者どの聞には正の関係がみられた。認知的な整合

性によるものではないどいえるため，有議な結果と

いえる。また，対象者の就職活動状況をみるために

使用した接触企業数や活動の開始時期どいった変数

は，主観の入り込む余地のない変数である。“就職

活動に対する自己効力感"と就職活動開始時期どの

聞に有意な関係がみられたことは，貴重な情報と思

われる。“就職活動に対する自己効力感"は，行動

の継続よりも開始に対して影響力をもつことを意味

しているのかもしれない。今後，検討の余地があろ

フ。

自己効力感の起源は，熟達経験，モデ リング学

習，説得，生理状態とされている CBandura，1986)。

共に就職活動に取り組む友人同士で叱時激励し合う

I:I~で ， 行動を促すよう説得がなされたり，安寧な生

理状態が作られたりすることは大いにありうる。先

輩や友人の行動からモデリング学習するこどもある
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だろう。 これらの中で“就l践活動に対する自己効力

感"を高めるうえで最も効果的なものを検討する研

究が必要どなってくる。

また，若年者の離lf，能率の高さが問題となってい

る今日において，就職活動だけでなく ，就職後の勤

務継続を含めた自己効力感について検討することも

視野に入れていきたい。
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